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証券コード　7169
2022年６月10日

株　主　各　位
東 京 都 新 宿 区 新 宿 五 丁 目 1 7 番 1 8 号
株式会社ＮＦＣホールディングス

代表取締役社長 中 鉢 和 宏

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区歌舞伎町２－４－10

ＫＤＸ東新宿ビル３Ｆ ＨＡＬＬ Ａ
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第23期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第23期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件

第23回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第23回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご
通知申しあげます。

なお、現在においても新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されてい
ます。感染拡大防止のため、事前に書面（郵送）により議決権をご行使
いただき、当日のご来場を見合わせていただくことも含めご検討くださ
いますようお願い申しあげます。

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月27日（月
曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し
あげます。

敬　具
記

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた
場合は、修正事項について速やかにインターネット上の当社ウェブサイト
（https://nfc-hd.com/）に掲載いたします。

◎当社は、法令により提供すべき書面のうち、法令及び当社定款第14条の規定
に 基 づき 、 次 に 掲 げる 事項 は 、 インターネット 上 の 当社 ウェブサイト
（https://nfc-hd.com/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通
知の提供書面には記載しておりません。
・事業報告のうち会計監査人に関する事項
・事業報告のうち業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・事業報告のうち会社の支配に関する基本方針
・連結計算書類のうち連結注記表
・計算書類のうち個別注記表
したがって、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、会計監査人が会計監査
報告を作成するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類の一部であり、
また、監査役及び監査役会が監査報告を作成するに際して監査をした事業報
告、連結計算書類又は計算書類の一部であります。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )

（提供書面）

事　業　報　告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）における我

が国の経済状況は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種が進
み、経済活動についても徐々に緩和されつつあるものの、新たな変異株の発
生やウクライナ情勢など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような経営環境の中、当社は、当社グループが運営する保険SHOPへ
の来店客数の大幅な減少や、一部の店舗での時短営業や臨時休業など、店舗
運営へ大きな影響が出ましたが、コールセンター、訪問販売、ＷＥＢなどの
当社グループの多様な販売網を活用し、コロナ禍においても事業継続に努め
てまいりました。

当連結会計年度の業績は、売上高が22,796百万円（前連結会計年度比
7.9%減）となりましたが、自社サービス（少額短期保険）の販売拡大に伴
うマーケティング費用の増加など、将来の成長に向けた先行費用が増加した
影響により営業利益が814百万円（同68.6％減）、税引前利益が593百万円
（同77.0％減）となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は繰延税
金資産の追加計上をしたことにより3,960百万円（同189.3％増）となりま
した。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。
（保険代理店関連事業）

保険代理店関連事業におきましては、コールセンター・店舗・ＷＥＢ・訪
問の４つのチャネルを通じて、保険募集活動を行っております。店舗と訪問
による販売網を拡充しつつ、生産性の向上、収益の改善にむけて４つのチャ
ネルの販売網の連携強化に注力しております。当連結会計年度の売上高は
22,417百万円（前連結会計年度比8.4％減）、営業利益は3,482百万円（同
0.4％減）となりました。

（少額短期保険事業）
少額短期保険事業におきましては、プラス少額短期保険株式会社におい

て、認知症介護の経済的負担を軽減する認知症保険、葬儀費用などのご用意
としてお持ちいただける死亡保険のほか、差額ベッド費用補償保険などの少
額短期保険業を展開しております。当連結会計年度の少額短期保険事業は、
売上高は1,062百万円（前年同期比200.8％増）、営業損失は1,867百万円
（前年同期は258百万円の営業損失）となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に当社グループの所要資金として、金融機関より
2,000百万円の短期借入金の資金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。
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区 分 第 20 期
2019年３月期

第 21 期
2020年３月期

第 22 期
2021年３月期

(当連結会計年度)
第 23 期

2022年３月期
売 上 高

(百万円) 27,995 28,160 24,743 22,796

営 業 利 益
(百万円) 4,514 3,165 2,590 814

税 引 前 利 益
(百万円) 4,267 3,013 2,584 593

親会社の所有者に
帰属する当期利益

(百万円)
2,844 2,743 1,369 3,960

基 本 的 １ 株 当
た り 当 期 利 益

(円)
156.88 152.75 76.62 223.24

資 産 合 計
(百万円) 27,970 33,075 32,680 32,033

親会社の所有者
に帰属する持分

(百万円)
13,016 9,858 9,290 12,535

１株当たり親会社
所 有 者 帰 属 持 分

(円)
719.54 551.08 520.99 708.15

⑵　直前３連結会計年度及び当連結会計年度の財産並びに損益の状況

（注）１．当社は、2021年6月25日に当社の子会社であった株式会社ウェブクルーの
全株式を譲渡したことに伴い、同社の事業を非継続事業に分類しております。こ
れに伴い第22期及び第23期の売上高、営業利益及び税引前利益の金額について
は、非継続事業を除いた継続事業の金額に組み替えて記載しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社の親会社は株式会社光通信で、同社は当社の株式13,256,100株
（議決権比率74.9％）を保有しており、同社の子会社が当社の株式
3,915,001株（議決権比率22.1％）を保有しております。
　当社は親会社との間で、当事業年度において子会社株式の第三者への売
却に係る債権の譲渡を行っております。当該取引にあたっては、取引の必
要性および取引条件が第三者との通常の取引と著しく相違しないこと等に
留意し、社外取締役および社外監査役が出席する取締役会において、当社
経営に対する適切な意見を得ながら、多面的な議論を得て、公正かつ適正
に決定しております。なお、取締役会の判断は社外取締役の意見と異なる
ものではありません。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社ニュートン・フィナン
シ ャ ル ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ 100百万円 100.0％ 保険代理店関連事業

株 式 会 社 保 険 見 直 し 本 舗 100百万円 100.0％ 保険代理店関連事業
株 式 会 社 G O E S W E L L 100百万円 95.2％ 保険代理店関連事業
株式会社Ｅ保険プランニング 10百万円 100.0％ 保険代理店関連事業
プラス少額短期保険株式会社 1,372百万円 100.0％ 少額短期保険事業

②　重要な子会社の状況

(注) １. 当社の連結子会社は10社、持分法適用の関連会社は５社でありま
す。

２. 資本金、議決権比率、主要な事業内容欄は、2022年３月末日現在の
情報を記載しております。

⑷　特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。

⑸　対処すべき課題
人口の減少、少子高齢化や晩婚化、非婚化が進むことによる家族形成の変

化により、お客様のライフスタイルとニーズは多様化してきております。ま
た、販売チャネルの多様化により、お客様が複数の販売チャネルを比較し自
由に商品を選択できる時代となっております。当社は、それぞれの販売チャ
ネルの拡充と連携強化を図ることで、多様化するお客様のニーズに対応でき
る体制を構築しております。さらに販売チャネルの拡充以外にも、損害保険
や少額短期保険など、販売商品の拡充を行い、企業価値の向上を図ってまい
ります。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う影響が当面継続する恐れが
あり、保険募集への影響が見込まれますが感染症の拡大防止策から受ける影
響が相対的に小さい通信販売の体制も再整備いたします。

事 業 区 分 事 業 内 容

保険代理店関連事業
保険代理店運営
（通信販売・訪問販売・保険ショップ・WEB）
保険募集人の人材派遣・派遣に関するコンサルティング業務
保険会社等からの受託事業

少額短期保険事業 少額短期保険会社の運営
（商品開発・加入受付・保険金や給付金の支払）

⑹　主要な事業内容（2022年３月末日現在）

本 社 東京都新宿区新宿五丁目17番18号

⑺　主要な営業所（2022年３月末日現在）
①　当社
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株式会社ニュートン・フィナ
ンシャル・コンサルティング

本社（東京都新宿区）、池袋、大阪、札幌、仙台、
盛岡

株 式 会 社 保 険 見 直 し 本 舗 本社(東京都新宿区)、大阪、仙台
株 式 会 社 G O E S W E L L 本社(東京都新宿区)、横浜、名古屋、大阪等 312店舗
株式会社Ｅ保険プランニング 本社(東京都新宿区)、池袋、大阪、札幌等 81支店
プラス少額短期保険株式会社 本社(東京都新宿区)

②　子会社

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
1,795名 62名減

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
64名 24名減 37.8歳 10.9年

⑻　従業員の状況（2022年３月末日現在）
①　企業集団の従業員の状況

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員及び嘱託従業員の数は含まれておりませ
ん。なお、最近１年間における臨時従業員の平均雇用人数は1,206名であります。

２．従業員の定年は、満65歳に達した月の末日としております。

②　当社の従業員の状況

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員及び嘱託従業員の数は含まれておりませ
ん。なお、最近１年間における臨時従業員の平均雇用人数は９名であります。

２．従業員の定年は、満65歳に達した月の末日としております。
３．従業員数が前連結会計年度末と比べて、24名減少しましたのは、組織再編に伴い

子会社及び関係会社への転籍、出向を行ったためであります。

借 入 先 借 入 額
み ず ほ 銀 行 5,000百万円
三 井 住 友 銀 行 2,078百万円

⑼　主要な借入先の状況（2022年３月末日現在）

⑽　剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の
行使に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題と位置づけており、そ

の方針としては、企業価値の向上とのバランスに配慮しつつ、収益状況に応
じた利益還元を行うことを基本方針としております。

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 76,428,000株
②　発行済株式の総数 18,089,402株（自己株式387,094株を含む）

③　株主数 814名

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 光 通 信 13,256,100株 74.88％

株 式 会 社 総 合 生 活 サ ー ビ ス 3,915,001株 22.12％

N F C 従 業 員 持 株 会 138,400株 0.78％

坂 本 幸 司 14,800株 0.08％

大 島 徳 之 9,100株 0.05％

本 多 真 心 8,200株 0.05％

殿 村 佳 誠 7,800株 0.04％

吉 岡 誠 一 7,300株 0.04％

田 辺 博 文 7,100株 0.04％

野 村 実 6,600株 0.04％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年３月末日現在）

④　大株主（上位10名）

(注) １．当社は、当事業年度末において自己株式を387,094株保有しておりますが、上記
大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし
て交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 中 鉢 和 宏
取 締 役 藤 井 雅 文 管理本部長
取 締 役 遠 藤  尚 樹 プラス少額短期保険㈱ 代表取締役
取 締 役 大 和 田 征 矢 ㈱光通信 執行役員 損保事業部長
取 締 役 杉 田 将 夫 ㈱光通信 執行役員 財務副本部長
取 締 役 竹 之 内 洋 右
常 勤 監 査 役 松 本 亜 三 雄
監 査 役 大 嶋 敏 也 ㈱光通信 人事本部長

監 査 役 隈 部  泰 正

はる総合法律事務所 パートナー弁
護士
㈱エフティグループ 取締役 監査
等委員
㈱慶應イノベーション・イニシア
ティブ 監査役

監 査 役 水 澤  良 公認会計士水澤良事務所　代表
税理士法人I-TRAD　代表社員

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2022年３月末日現在）

(注) １．取締役 遠藤尚樹氏は、2021年６月29日開催の第22回定時株主総会において、取
締役に新たに選任され就任いたしました。

２．取締役 竹之内洋右氏は、社外取締役であります。
３．監査役 隈部泰正氏及び監査役 水澤良氏は、社外監査役であります。
４．監査役 水澤良氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
５．当社と各業務執行取締役ではない取締役とは、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約において、業務執行取締役ではない取締役がその職務を行うにつき善意
でかつ重大な過失がないときは、１百万円又は会社法第425条第1項に定める最
低責任限度額のいずれか高い金額を当該損害賠償責任の限度額としております。
また、当社と各監査役とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約におい
て、監査役がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、１百万
円又は会社法第425条第1項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額を当該
損害賠償責任の限度額としております。

６．当社は、取締役 竹之内洋右氏並びに監査役 隈部泰正氏及び水澤良氏を東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

6名
（1）

49百万円
（4）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

5
（3）

8百万円
（2）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

11
（4）

58百万円
（7）

②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、当社及び当社子会社の取締役及び監査役を被保険者として、
保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しております。
　当該契約の保険料は全額当社が負担しており、被保険者の実質的な保
険料負担はありません。
　当該契約では被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を
負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず
ることのある損害について塡補することとされています。ただし、法令
違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡
補されないなど、一定の免責事由があります。

③　取締役及び監査役の報酬等
イ．当該事業年度に係る報酬等の総額等

(注)１．上表には、2021年６月29日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって退
任した監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2014年５月20日開催の臨時株主総会において、賞与を

含めた報酬として、各事業年度を対象とする年額200百万円以内（ただし、使用人
兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該決議に
係る取締役の員数は５名であります。

監査役の報酬限度額は、2007年３月１日開催の臨時株主総会において、年額100
百万円以内と決議いただいております。当該決議に係る監査役の員数は３名であり
ます。
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招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

取締役会(18回開催)(注) 監査役会(11回開催)
出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 竹之内 洋右 18回 100％ － －
監査役 隈部 泰正 14回 100％ ７回 100％
監査役 水澤 良 14回 100％ ７回 100％

ハ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年６月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の
内容にかかる決定方針を決議しており、その内容は次のとおりとなります。
１．当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして

十分に機能するよう、株主利益との連動を念頭においた報酬体系とし、個々の
取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基
本方針とする。

２．当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績及び担当業務に
おける各取締役の貢献及び実績に基づき、各取締役の役位及び職責並びに当社
の連結営業利益その他の会社の業績等を総合的に勘案して決定するものとす
る。

３．当社の持続的な成長に向けた健全なインセンティブのひとつとして報酬が機能
するよう、業績連動報酬及び非金銭報酬の導入等については適宜検討を行うも
のとする。

４．取締役の個人別の報酬の額は、取締役会において決定するものとする。

④　社外役員に関する事項
イ．当事業年度における主な活動状況

(注) 上記の取締役会のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき取締役会
決議があったものとみなす書面決議が４回ありました。

各社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し、経営陣から独立した立場で
当社グループの経営全体を俯瞰し、本質的な課題やリスクを把握したうえでの助
言・提言、また、保険業界の豊富な実務経験と幅広い見識に加え、会計など専門的
な知見に基づき、当社グループの企業価値の向上に資する発言を積極的に行ってお
ります。

また、各社外監査役は、監査役会に出席し、当社子会社各社の取締役から職務遂
行状況について報告を求め、子会社各社の経営上の課題やリスク事項等を把握した
うえで、当社の経営、職務遂行の監査・監督を行っております。また、会計監査人
との定期的な会合や当社の内部監査部門との連携により、内部統制システムの一層
の向上に向けて、重要な役割を担っております。

ロ．責任限定契約の内容の概要
責任限定契約の内容の概要は、①取締役及び監査役の状況（2022年３月末日現

在）の（注）５に記載のとおりであります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

その他の金融資産

その他の流動資産

非流動資産

有形固定資産

使用権資産

のれん

無形資産

持分法で会計処理されている投資

その他の金融資産

繰延税金資産

その他の非流動資産　

11,430

7,102

3,594

6

726

20,603

1,634

4,083

7,868

770

638

1,569

4,021

17　

流動負債 10,787
営業債務及びその他の債務 2,283
社債及び借入金 4,564
リース負債 1,346
その他の金融負債 6
未払法人所得税 551
返金負債 216
従業員給付 1,397
その他の流動負債 419

非流動負債 8,783
社債及び借入金 3,567
リース負債 2,732
その他の金融負債 1,864
確定給付負債 255
引当金 309
繰延税金負債 54

負 債 合 計 19,571
（ 資 本 の 部 ）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分 12,535
資本金 2,237
資本剰余金 220
自己株式 △818
利益剰余金 10,895

非支配持分 △73
資 本 合 計 12,462

資 産 合 計 32,033 負 債 及 び 資 本 合 計 32,033

連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2022年３月31日現在）

（単位：百万円）
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ご
通
知
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業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

科 目 金 額
継続事業

売上高 22,796
売上原価 13,612
売上総利益 9,183

その他の収益 443
販売費及び一般管理費 8,766
その他の費用 46
営業利益 814

金融収益 7
金融費用 165
持分法による投資損益（税引後） △62
税引前利益 593
法人所得税費用 △2,181
継続事業からの当期利益 2,774

非継続事業
非継続事業からの当期利益 1,026

当期利益 3,801

当期利益の帰属
親会社の所有者 3,960
非支配持分 △158

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
非支配
持分

資本
合計資本金 資本

剰余金 自己株式
その他の
資本の

構成要素
利益

剰余金 合計

当期首残高 2,237 1 △575 － 7,626 9,290 － 9,290

当期包括利益

当期利益 － － － － 3,960 3,960 △158 3,801

その他の包括利益 － － － 22 － 22 0 22

当期包括利益合計 － － － 22 3,960 3,982 △157 3,824

所有者との取引額等

剰余金の配当 － － － － △713 △713 － △713
支配継続子会社に
対する持分変動 － 218 － － － 218 31 250

自己株式の取得 － － △242 － － △242 － △242

株式報酬取引 － － － － － － 53 53
その他の資本の
構成要素から利益
剰余金への振替

－ － － △22 22 － － －

所有者との取引額等
合計 － 218 △242 △22 △691 △737 84 △652

当期末残高 2,237 220 △818 － 10,895 12,535 △73 12,462

連結持分変動計算書

（単位：百万円）
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結
計
算
書
類
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査
報
告

株
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総
会
参
考
書
類

計
算
書
類

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 法 人 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

9,175

3,637

4

3,800

1,108

0

70

332

222

14,499

150

96

54

0

0

14,348

8,507

4,320

1,330

196

△5　

流 動 負 債 5,656
短 期 借 入 金 3,500
1年内返済予定の長期借入金 1,064
未 払 金 977
未 払 費 用 7
未 払 法 人 税 等 7
預 り 金 45
賞 与 引 当 金 46
そ の 他 8

固 定 負 債 3,703
長 期 借 入 金 3,569
そ の 他 134

負 債 合 計 9,359
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 14,316
資 本 金 2,237
資 本 剰 余 金 2,137
資 本 準 備 金 2,137

利 益 剰 余 金 10,744
利 益 準 備 金 25
その他利益剰余金 10,719
繰越利益剰余金 10,719

自 己 株 式 △803
評 価 ･ 換 算 差 額 等 △0
その他有価証券評価差額金 △0

純 資 産 合 計 14,315
資 産 合 計 23,675 負 債 純 資 産 合 計 23,675

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

（単位：百万円）
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 6,179

売 上 総 利 益 6,179
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,207

営 業 利 益 4,972
営 業 外 収 益

受 取 利 息 120
受 取 配 当 金 4
そ の 他 9 134

営 業 外 費 用
支 払 利 息 88
そ の 他 9 98
経 常 利 益 5,008

特 別 利 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益 1,601 1,601

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2 2
税 引 前 当 期 純 利 益 6,606
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5
法 人 税 等 調 整 額 △1,330 △1,325
当 期 純 利 益 7,932

損　益　計　算　書

（単位：百万円）
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書
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書
類

(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,237 2,137 2,137 25 3,500 3,525

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △713 △713

当 期 純 利 益 － － － － 7,932 7,932

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 7,218 7,218

当 期 末 残 高 2,237 2,137 2,137 25 10,719 10,744

株主資本 評価･換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合　　計
その他

有価証券
評価差額金

評価･換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △560 7,340 0 0 7,340

当 期 変 動 額 － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － △713 － － △713

当 期 純 利 益 － 7,932 － － 7,932

自 己 株 式 の 取 得 △242 △242 － － △242
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － － △0 △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 △242 6,976 △0 △0 6,975

当 期 末 残 高 △803 14,316 △0 △0 14,315

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宍 戸 通 孝
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 英 紀
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 井 公 人

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社ＮＦＣホールディングス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社NFCホールディングスの2021
年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計
算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社NFC
ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国
際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図がある
か、又はそれ以外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定
められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに  

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら　
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宍 戸 通 孝
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 英 紀
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 井 公 人

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社ＮＦＣホールディングス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社NFCホールディングス
の2021年４月１日から2022年３月31日までの第23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第23期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務
の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び
第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属
明細書並びに連結計算書類（会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会
計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成された連結財政状態計算書、連
結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当た
り当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さ
ないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事
項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

常 勤 監 査 役 松 　 本 　 亜 三 雄 ㊞
監 査 役 大 嶋 敏 也 ㊞
社 外 監 査 役 隈 部 泰 正 ㊞
社 外 監 査 役 水 澤 良 ㊞

2022年５月18日
株 式 会 社 Ｎ Ｆ Ｃ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 　 監 査 役 会

　
以　上
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開
示とみなし提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報
告、計算書類及び連結計算書類に
記載又は表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすこ
とができる。

（削　　除）

株主総会参考書類
第１号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条た
だし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、
株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり
定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を
定款に定めることが義務付けられることから、変更案第14条（電子提
供措置等）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項
のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲
を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更
案第14条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第14条（株
主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要と
なるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであり
ます。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）
（新　　設） 第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置を
とる。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事
項のうち法務省令で定めるものの
全部又は一部について、議決権の
基準日までに書面交付請求をした
株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

（新　　設） （附則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 第１条 定款第14条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提
供）の削除及び定款第14条（電子
提供措置等）の新設は、2022年
９月１日から効力を生ずるものと
する。

２ 前項の規定にかかわらず、2022
年９月１日から６か月以内の日を
株主総会の日とする株主総会につ
いては、定款第14条（株主総会参
考書類等のインターネット開示と
みなし提供）は、なお効力を有す
る。

３ 本条の規定は、2022年９月１日
から６か月を経過した日又は前項
の株主総会の日から３か月を経過
した日のいずれか遅い日後にこれ
を削除する。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

ちゅう
中

 

　
ばち
鉢

 

　
かず
和

 

　
ひろ
宏

(1978年７月７日)

    2003年    1 月 当社 入社
    2013年    10月 当社 派遣事業本部第一営業部 統轄
    2014年    4 月 当社 ＭＬ事業本部 統轄
    2014年    12月 ㈱保険見直し本舗 取締役
    2015年    4 月 当社 ＤＭ第一事業本部 執行役員
    2017年    8 月 当社 インシュアランス事業本部 執行役員
    2019年    2 月 ㈱保険ダイレクト 取締役
    2019年    8 月 ㈱Ｎ－ＳＴＡＦＦ 取締役
    2020年    1 月 ㈱Ｅ保険プランニング 取締役
    2020年    8 月 当社 執行役員ＣＥＯ
    2020年    10月 ㈱Ｅ保険プランニング 代表取締役
    2020年    10月 プラス少額短期保険㈱ 取締役（現任）
    2020年    10月 ㈱ＴＳＬＡＢＯ 取締役
    2020年    11月 当社 代表取締役社長（現任）
    2021年    4 月 ㈱ＧＯＥＳＷＥＬＬ 取締役（現任）

2,800株

〔取締役候補者とした理由〕
　中鉢和宏氏は、当社の代表取締役として当社グループの経営を担い、当社グルー
プの企業価値向上に大きく貢献してまいりました。同氏が今後も当社グループの持
続的な企業価値向上のために貢献することが期待できると判断し、引き続き同氏を
取締役候補者といたしました。

２

ふじ
藤

 

　
い
井

 

　
まさ
雅

 

　
ふみ
文

(1978年７月３日)

    2005年    5 月 ㈱光通信 入社
    2014年    10月 同社 財務本部 予算管理部長
    2017年    1 月 ㈱ＥＰＡＲＫ 監査役
    2020年    8 月 当社 執行役員
    2020年    10月 ㈱ウェブクルー 取締役
    2020年    10月 ㈱保険見直し本舗 取締役
    2020年    11月 当社 取締役 管理本部長（現任）
    2021年    4 月 ㈱ＧＯＥＳＷＥＬＬ 取締役（現任）

－株

〔取締役候補者とした理由〕
　藤井雅文氏は、財務・事業管理の分野における豊富な経験と実績に基づき、当社
グループの健全な運営と成長に貢献してまいりました。同氏が今後も当社グループ
の持続的な企業価値向上のために貢献することが期待できると判断し、引き続き同
氏を取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

３

えん
遠

 

　
どう
藤

 

　
なお
尚

 

　
き
樹

(1978年１月７日)

    2001年    4 月 ㈱コール･トゥ･ウェブ 入社
    2003年    3 月 当社 入社
    2006年    10月 ㈱ヒューネル 入社
    2008年    4 月 同社 取締役
    2015年    4 月 トライアングル少額短期保険㈱ 取締役
    2015年    6 月 同社 代表取締役社長
    2019年    1 月 当社 執行役員
    2019年    10月 ㈱ニュートン・フィナンシャル・コンサルティ

ング 執行役員
    2019年    6 月 プラス少額短期保険㈱ 代表取締役社長（現任）
    2021年    6 月 当社取締役（現任）

3,100株

〔取締役候補者とした理由〕
　遠藤尚樹氏は、長年にわたり保険業界での経営全般に携わり、豊富な経験と見識
に基づき当社グループの企業価値向上に貢献してまいりました。同氏が今後もその
豊富な経験と見識を活かして当社の重要な業務執行の決定及び執行役の職務の執行
の監督に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、引き続き同氏を取締役候
補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

４

おお
大

わ
和

だ
田　

せい
征　

や
矢

(1974年１月13日)

    1996年    4 月 ㈱光通信 入社
    2008年    4 月 同社 TMC事業本部長
    2008年    6 月 同社 取締役
    2009年    7 月 同社 上席執行役員
    2011年    4 月 同社 商品企画事業部長
    2018年    6 月 同社 取締役
    2019年    2 月 ㈱アクトコール 社外取締役
    2019年    6 月 当社 取締役
    2019年    6 月 ㈱保険見直し本舗 取締役
    2019年    6 月 さくら損害保険㈱ 取締役（現任）
    2020年    6 月 ㈱光通信 執行役員 損害保険事業部長

（現任）
    2020年    9 月 当社 代表取締役
    2020年    11月 日本共済㈱ 取締役（現任）
    2020年    11月 当社 取締役（現任）
    2021年    10月 すまい共済㈱ 取締役（現任）

－株

〔取締役候補者とした理由〕
　大和田征矢氏は、長年にわたり株式会社の経営に携わっており、その経歴を通じ
て培った豊富な経験と見識を活かして当社の重要な業務執行の決定及び執行役の職
務の執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、引き続き同氏を
取締役候補者といたしました。

５

すぎ
杉

 

　
た
田

 

　
まさ
将

 

　
お
夫

(1979年11月９日)

    2007年    8 月 ㈱光通信 入社
    2011年    6 月 さくら少額短期保険㈱ 取締役
    2012年    6 月 ㈱インテア・ホールディングス 監査役
    2013年    6 月 ㈱アイフラッグ 監査役
    2014年    1 月 ㈱光通信 財務本部 財務企画部長
    2015年    6 月 ㈱ウォーターダイレクト（現 ㈱プレミア

ムウォーターホールディングス） 取締役
    2016年    6 月 ㈱プレミアムウォーターホールディングス 

監査役
    2019年    6 月 同社 取締役 監査等委員（現任）
    2019年    7 月 さくら損害保険㈱ 取締役（現任）
    2020年    4 月 ㈱光通信 財務本部 執行役員 財務副本部長（現任）
    2020年    11月 当社 取締役（現任）
    2021年    4 月 ㈱コア・コンサルティング・グループ 常

務取締役（現任）
    2021年    10月 すまい共済㈱ 監査役（現任）

－株

〔取締役候補者とした理由〕
　杉田将夫氏は、長年にわたり株式会社の経営に携わっており、その経歴を通じて
培った豊富な経験と見識を活かして当社の重要な業務執行の決定及び執行役の職務
の執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、引き続き同氏を取
締役候補者といたしました。
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略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

６

たけ
竹

の
之

うち
内　

よう
洋　

すけ
右

(1944年３月14日)

    1968年    4 月 日本生命保険相互会社 入社
    1991年    4 月 日本生命保険相互会社 松本支社長
    1996年    4 月 日本生命保険相互会社 福岡総支社長
    1998年    6 月 社団法人生命保険協会 事務局長
    1999年    7 月 社団法人生命保険協会 理事事務局長
    2000年    8 月 金融庁から改正前保険業法上の保険管理人

の業務を行う者に任命され保険会社の破綻
処理にあたる。

    2006年    10月 エーオン アフィニティ ジャパン㈱ 顧問
    2012年    6 月 当社 社外取締役（現任）

－株

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　竹之内 洋右氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が保険会社や生命保険協会
で保険業界に関する幅広い経験を積んでおり、会社経営を統括する充分な見識を有
しておられることから、その幅広い見識を当社業務執行に反映していただくためで
あります。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与された
経験はありませんが、上記理由から社外取締役としての職務を適切に遂行すること
ができるものと判断しております。同氏には、その見識に基づき、取締役の職務遂
行に対する監督、助言等を客観的・中立的な立場で積極的に行っていただくことを
期待しております。
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（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．竹之内 洋右氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者である竹之内 洋右氏が社外取締役に就任してからの在任期間

は、10年であります。
４．大和田 征矢氏、杉田 将夫氏及び竹之内 洋右氏と当社は責任限定契約を締結して

おり、各氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を継続いたします。そ
の内容の概要は次のとおりです。
・業務執行取締役ではない取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償

責任を負う場合は、金100万円又は法令が規定する最低責任限度額のいずれ
か高い額を限度額として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、業務執行取締役ではない取締役がその責
任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限
るものとする。

５．当社は、当社及び当社子会社の取締役及び監査役を被保険者として、保険会社
との間で役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該契約の保険料は全
額当社が負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該契
約では被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を負うこと、又
は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害に
ついて塡補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを認
識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由
があります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被
保険者となります。また、任期途中に同内容での更新を予定しております。

６．大和田 征矢氏は当社の親会社である㈱光通信の業務執行者であり、杉田 将夫氏
は当社の親会社である㈱光通信及び㈱光通信の子会社である㈱コア・コンサル
ティング・グループの業務執行者であります。両氏の各業務執行者としての地
位及び担当は「略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）」に記
載のとおりであります。

７．当社は、竹之内 洋右氏を、東京証券取引所が定める独立役員として同証券取引
所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、同氏を引き続き独
立役員とする予定です。

以　上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都新宿区歌舞伎町２-４-10
KDX東新宿ビル３階 HALL Ａ
TEL 03－6233－0300（当社の代表電話に繋がります。）

副都心線　　　東新宿駅
都営大江戸線　東新宿駅
　　　　　（Ａ１出口）

職安通り

大ガード

東口
新宿通り

丸ノ内線
新宿三丁目駅
（Ｂ３出口）

甲州街道

新宿３丁目 新宿２丁目

都営新宿線
新宿三丁目駅
（Ｃ７出口）

副都心線
新宿三丁目駅
（Ｅ１出口）

新宿５丁目 新宿５丁目東 新宿１丁目

花園神社

新宿区

稲荷鬼王
神社

新宿７丁目

新宿消防署大久保出張所

新宿６丁目
交番

西
武
新
宿
駅

明
治
通
り

天
神
小

厚
生
年
金
会
館

東
京
電
力

伊
勢
丹

交
番

明
治
通
り

新　宿
区役所

新宿区
第１分庁舎

交番

新
宿
駅

JR

靖国通り

天
神
小
南
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〔最寄駅〕
■都営大江戸線・東京メトロ副都心線/東新宿駅　Ａ１出口（徒歩１分）
■東京メトロ副都心線・丸ノ内線・都営新宿線/新宿三丁目駅　Ｅ１出口（徒歩８分）
■ＪＲ線/新宿駅　東口（徒歩12分）
■西武新宿線/西武新宿駅　北口（徒歩10分）


